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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

 
(注)  １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載 

    しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第67期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、 

    １株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    第66期第１四半期連結累計(会計)期間及び第66期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額 

    については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。  

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期

第１四半期連結 
累計(会計)期間

第67期
第１四半期連結 
累計(会計)期間

第66期

会計期間
自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日

自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日

自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

売上高 (百万円) 16,311 15,001 84,149 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 942 △536 4,632 

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△) 

(百万円) 516 △306 2,333 

純資産額 (百万円) 51,245 51,788 52,632 

総資産額 (百万円) 80,831 77,956 80,266 

１株当たり純資産額 (円) 831.89 839.82 854.26 

１株当たり四半期(当
期)純利益金額又は四
半期純損失金額(△) 

(円) 8.56 △5.08 38.66 

潜在株式調整後１株当 
たり四半期(当期)純利 
益金額 

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 62.1 65.0 64.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,296 4,108 5,652 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △507 △2,934 △1,957

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △609 △460 △1,078

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 21,067 20,199 19,479 

従業員数 (名) 2,231 2,264 2,214 
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容

に重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1) 連結会社の状況 

平成22年６月30日現在 

 
(注)従業員数は就業人員数であります。  

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年６月30日現在 

 
(注)従業員数は就業人員数であります。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 2,264 

従業員数(名) 1,460 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

     ２  金額はすべて製造原価及び実際発生原価によっており、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

     ２  金額はすべて販売価格（取付工事代を含む）に換算しており、消費税等は含まれておりません。 

  
(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

火災報知設備 5,266 ―

消火設備 3,728 ―

保守点検等 2,513 ―

その他 929 ―

合計 12,437 ―

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比

(％)

火災報知設備 6,896 ― 9,181 ―

消火設備 6,434 ― 18,756 ―

保守点検等 8,359 ― 8,033 ―

その他 1,209 ― 931 ―

合計 22,899 ― 36,903 ―

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

火災報知設備 5,923 ―

消火設備 4,191 ―

保守点検等 3,851 ―

その他 1,034 ―

合計 15,001 ―
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(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
          (注) 当第１四半期連結会計期間の株式会社弘電社は、当該割合が100分の10未満のため記載を省略して 

         おります。 

３  上記の金額は、すべて販売価格（取付工事代を含む）に換算しており、消費税等は含まれておりません。 

  
(4) 売上にかかる季節的変動について 

当社グループの売上高は、通常の営業形態として第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結

会計期間と比較して多くなる傾向にあります。 

    

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部に企業収益改善の動きを見せており、景気は

緩やかながら回復傾向にあるものの、欧州経済の先行き懸念から世界経済は不安定な状況にあり、全体

としては引き続き厳しい状況にあります。 

 当防災業界におきましても、設備投資は下げ止まりつつあるものの、公共投資は減少しており、需要

回復への見通しについては未だ不透明な状況であります。 

 このような環境のなか、当社グループは積極的な営業活動に努めましたが、当第１四半期連結会計期

間における売上高は15,001百万円（前年同四半期比8.0％減）となりました。 

 売上高の内訳をセグメント別にみますと、火災報知設備は5,923百万円、消火設備は4,191百万円、保

守点検等は3,851百万円、その他は1,034百万円となりました。 

 平成18年度より増加した住宅用火災警報器の売上は普及率向上に伴い減少傾向となり、また利益面で

は価格競争の激化に伴う原価率の悪化などにより、全体として営業損失は630百万円（前年同四半期は

営業利益833百万円）、経常損失は536百万円（前年同四半期は経常利益942百万円）、四半期純損失は

306百万円（前年同四半期は四半期純利益516百万円）となりました。 

 なお、当社グループの売上高は建設業界の影響を受ける部分が多いため、下期の中でも特に第４四半

期に売上が集中する傾向があります。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における総資産につきましては、受取手形及び売掛金7,007百万円の減

少を主な要因として、前連結会計年度末に比べ2,309百万円減少し、77,956百万円となりました。 

 負債につきましては、流動負債は1,401百万円の減少、固定負債は64百万円の減少となり、負債合計

は前連結会計年度末に比べ1,465百万円減少し、26,167百万円となりました。 

 純資産につきましては、配当金の支払い等により、前連結会計年度末に比べ843百万円減少し、

51,788百万円となりました。 

  

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

株式会社弘電社 1,640 10.1 ― ―

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期末と比較して868百万円

の減少となり、20,199百万円となりました。 

  当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

たな卸資産の増加額1,521百万円、仕入債務の減少額1,436百万円等の資金の減少があったものの、

売上債権の減少額7,012百万円、未成工事受入金の増加額1,154百万円等による資金の増加により、営

業活動全体では4,108百万円の資金の増加となりましたが、前年同四半期と比較すると1,187百万円の

減少となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

固定資産の取得に伴う支出等で2,934百万円の資金の減少となり、前年同四半期と比較して2,427百

万円の資金の流出の増加となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

主として配当金の支払いにより460百万円の資金の減少となり、前年同四半期と比較して148百万円

の資金の流出の減少となりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  
(5) 研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は345百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、当社が取得した主要な設備は以下のとおりであります。 

 提出会社 

 
  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。 

事業所名 
(所在地)

セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

研究開発センター
(埼玉県三郷市) 

調整額 研究施設 1,418 － 826 
（3,213） 97 2,342 86 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

種類
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年８月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 60,832,771 60,832,771
東京証券取引所
（市場第一部）

権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式であり、単
元株式数は1,000株であ
ります。 

計 60,832,771 60,832,771 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年４月１日～ 
平成22年６月30日 

― 60,832 ― 13,302 ― 12,743
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

  平成22年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

  平成22年３月31日現在 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式     354,000

― 単元株式数  1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式 60,151,000 60,151 単元株式数  1,000株

単元未満株式 普通株式    327,771 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 60,832,771 ― ―

総株主の議決権 ― 60,151 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
能美防災株式会社 

東京都千代田区 
九段南４丁目７番３号 354,000 ― 354,000 0.58 

計 ― 354,000 ― 354,000 0.58 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 603 602 553 

最低(円) 579 520 503 

３ 【役員の状況】

― 9 ―



第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１

四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人

により四半期レビューを受けております。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ

監査法人となっております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,573 18,764

受取手形及び売掛金 ※4  18,953 ※4  25,960

有価証券 2,000 2,000

商品及び製品 2,972 2,584

仕掛品 944 813

原材料及び貯蔵品 3,976 3,752

未成工事支出金 ※2  5,947 ※2  5,156

その他 2,404 2,188

貸倒引当金 △272 △291

流動資産合計 56,499 60,929

固定資産   

有形固定資産 ※1  12,332 ※1  9,986

無形固定資産 1,389 1,407

投資その他の資産   

投資有価証券 2,848 2,976

その他 5,067 5,161

貸倒引当金 △180 △195

投資その他の資産合計 7,736 7,942

固定資産合計 21,457 19,336

資産合計 77,956 80,266

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,839 7,982

短期借入金 34 34

未払法人税等 67 1,310

賞与引当金 3,388 2,579

完成工事補償引当金 57 57

工事損失引当金 ※2  191 ※2  145

その他 8,140 9,010

流動負債合計 19,719 21,120

固定負債   

退職給付引当金 5,369 5,432

役員退職慰労引当金 668 671

負ののれん 14 16

その他 396 391

固定負債合計 6,448 6,513

負債合計 26,167 27,633
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,302 13,302

資本剰余金 12,745 12,745

利益剰余金 24,791 25,551

自己株式 △240 △238

株主資本合計 50,598 51,360

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 53 180

為替換算調整勘定 32 17

評価・換算差額等合計 85 197

少数株主持分 1,104 1,073

純資産合計 51,788 52,632

負債純資産合計 77,956 80,266
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 16,311 15,001

売上原価 10,609 10,904

売上総利益 5,702 4,096

販売費及び一般管理費 ※2  4,869 ※2  4,727

営業利益又は営業損失（△） 833 △630

営業外収益   

受取利息 10 7

受取配当金 16 15

保険返戻金 61 15

負ののれん償却額 2 2

持分法による投資利益 10 7

その他 62 99

営業外収益合計 164 146

営業外費用   

支払利息 1 1

賃貸費用 14 14

売上割引 － 16

為替差損 32 9

その他 7 11

営業外費用合計 55 52

経常利益又は経常損失（△） 942 △536

特別利益   

前期損益修正益 － 32

貸倒引当金戻入額 － 33

特別利益合計 － 65

特別損失   

固定資産処分損 5 10

特別損失合計 5 10

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

937 △481

法人税等 ※3  404 ※3  △199

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △281

少数株主利益 15 24

四半期純利益又は四半期純損失（△） 516 △306
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

937 △481

減価償却費 318 347

負ののれん償却額 △2 △2

貸倒引当金の増減額（△は減少） △31 △34

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2 △63

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） 857 808

受取利息及び受取配当金 △27 △22

保険返戻金 △61 △15

支払利息 1 1

持分法による投資損益（△は益） △10 △7

固定資産処分損益（△は益） 5 10

売上債権の増減額（△は増加） 7,195 7,012

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,144 △1,521

仕入債務の増減額（△は減少） △3,190 △1,436

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,027 1,154

その他 △125 △701

小計 6,758 5,046

利息及び配当金の受取額 29 23

利息の支払額 △1 △1

法人税等の支払額 △1,490 △959

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,296 4,108

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △146 △87

固定資産の取得による支出 △642 △2,888

貸付けによる支出 △3 △0

貸付金の回収による収入 12 10

保険積立金の解約による収入 275 16

その他 △2 15

投資活動によるキャッシュ・フロー △507 △2,934

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △604 △453

その他 △4 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △609 △460

現金及び現金同等物に係る換算差額 31 6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,210 719

現金及び現金同等物の期首残高 16,856 19,479

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  21,067 ※  20,199
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

  

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．連結の範囲に関する事項の変更 

  (１)連結の範囲の変更 

九州ノーミエンジニアリング(株)は、当第１四半期連結会計期間において福岡ノーミ(株)と合併したた

め、連結子会社が１社減少しております。 

  なお、福岡ノーミ(株)は九州ノーミ(株)に社名変更いたしました。 

  (２)変更後の連結子会社の数 

22社 

２．会計処理の原則及び手続の変更 

  (１)資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月

31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)

を適用しております。なお、この変更による損益への影響は軽微であります。 

  (２)企業結合に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26

日)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)、「『研究開発費等に係

る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号  平成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基準」(企

業会計基準第７号  平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号  平成20年12月

26日)、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平

成20年12月26日)を適用しております。 

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書 

前第１四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「売上割引」は、営業外費用総

額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間では区分掲記しております。なお、前第１四半期連結

累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「売上割引」は２百万円であります。 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日  内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。 

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．棚卸資産の評価方法 

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法 

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分する

方法によっております。 

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

税金費用の算定方法 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっ

ております。 

なお、法人税等調整額に関しては、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第１四半期連結累計期間 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額は10,867百万円で

あります。 

※２  工事損失引当金 

      損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで

表示しております。 

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は51

百万円であります。 

※１  有形固定資産の減価償却累計額は10,699百万円で

あります。 

※２  工事損失引当金 

      損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで

表示しております。 

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は46

百万円であります。 

  ３  偶発債務 

      能美保利(北京)智能技術有限公司の入札及び履行

保証に対し０百万円(CNY20千)、Unitech Nohmi 

Fire Protection System Pvt.Ltd.の履行保証に

対し、24百万円(INR12,909千)の保証をそれぞれ

行っております。 

  ３  偶発債務 

      能美保利(北京)智能技術有限公司の入札及び履行

保証に対し11百万円(CNY831千)、Unitech Nohmi 

Fire Protection System Pvt.Ltd.の履行保証に

対し、27百万円(INR12,909千)の保証をそれぞれ

行っております。 

※４  受取手形裏書譲渡高 52百万円
 

※４ 受取手形裏書譲渡高 23百万円

  ５  当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

      これらの契約に基づく当第１四半期連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 4,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 4,000 

  ５  当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締

結しております。  

      これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 4,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 4,000 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日 
  至  平成22年６月30日)

  １  当社グループの売上高は、通常の営業形態として

第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連

結会計期間と比較して多くなる傾向にあります。 

※２  販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりで

あります。 

給料諸手当              1,774百万円 

賞与引当金繰入額          585百万円 

退職給付費用              184百万円 

役員退職慰労引当金繰入額   20百万円    

※３  当第１四半期連結累計期間における税金費用につ

いては、法人税、住民税及び事業税と法人税等調

整額を一括し法人税等として表示しております。 

  １  同左 

  

  

※２  販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりで

あります。 

給料諸手当              1,785百万円 

賞与引当金繰入額          547百万円 

退職給付費用              167百万円 

役員退職慰労引当金繰入額   20百万円 

※３  同左 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 

 至  平成22年６月30日) 

１  発行済株式に関する事項 

 
  
  
２  自己株式に関する事項 

 
  
  
３  配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

 
  

  (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 
  

        該当事項はありません。 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 20,343百万円

有価証券勘定   2,000 

預入期間が３か月を 

超える定期預金 
△1,275 

現金及び現金同等物 21,067 

  

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 19,573百万円

有価証券勘定   2,000 

預入期間が３か月を 

超える定期預金 
△1,374 

現金及び現金同等物 20,199 

 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 60,832,771 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 481,136 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 453 7.5 平成22年３月31日 平成22年６月28日
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 
(注) １ 事業区分の方法 

   事業の種類を考慮し、火災報知設備、消火設備、保守点検等、その他に区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要営業品目 

   火災報知設備：自動火災報知設備・環境監視システム・防火戸、防排煙設備他 

   消火設備  ：各種スプリンクラー設備・泡消火設備・プラント防災設備・トンネル防災設備他 

   保守点検等 ：各種防災設備に係る保守点検および補修業務・防災設備のリース他 

   その他   ：駐車場設備・防犯設備他 

  

【所在地別セグメント情報】 

  前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグ  

 メント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

  前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

 
火災報知設備 

(百万円)
 消火設備
(百万円)

保守点検等 
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高   

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

6,435 3,573 5,337 965 16,311 ─ 16,311 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 12 9 ─ 49 70 (70) ─

計 6,447 3,582 5,337 1,014 16,381 (70) 16,311 

営業利益又は営業損失(△) 583 △114 1,494 75 2,039 (1,206) 833 
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【セグメント情報】 

 (追加情報) 

 当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準17号 平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日)を適用しております。 

  

  １．報告セグメントの概要 

  当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。 

  当社グループは、防災事業を中心に事業活動を展開しており、「火災報知設備」、「消火設備」及

び「保守点検等」の３つを報告セグメントとしております。 

  「火災報知設備」は、自動火災報知設備、環境監視システム、防火戸、防排煙設備等の製造販売及

び取付工事を行っております。「消火設備」は、各種スプリンクラー設備、泡消火設備、プラント防

災設備、トンネル防災設備等の製造販売及び取付工事を行っております。「保守点検等」は各種防災

設備に係る保守点検及び補修業務等を行っております。 

  

  ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
  

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

(単位：百万円)

 
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、駐車場設備、防犯設備等を含ん 

    でおります。 

２ セグメント利益の調整額△1,138百万円は全社費用であります。 

    全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。 

３  セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

 報告セグメント
その他 
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結損益 

計算書計上額 

(注)３ 
火災報知 
設備 

 消火設備 保守点検等 計

 売上高    

  外部顧客への売上高 5,923 4,191 3,851 13,966 1,034 15,001 ─ 15,001 

  セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
17 14 ─ 32 45 77 △77 ─

計 5,941 4,206 3,851 13,998 1,079 15,078 △77 15,001 

セグメント利益 4 133 303 442 65 507 △1,138 △630
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(金融商品関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 

  

(有価証券関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

    当第１四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

      該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

    当第１四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

      該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  
２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)及び潜在株式調整後１株当たり四半期純 

    利益金額 

 
(注)  １．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

    損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
    前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな
    いため記載しておりません。 

      ２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(リース取引関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日) 

当第１四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

  

 839円82銭
 

854円26銭

項目
当第１四半期連結会計期間末

(平成22年６月30日)
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 51,788 52,632 

普通株式に係る純資産額(百万円) 50,684 51,558 

差額の主な内訳(百万円) 

  少数株主持分 1,104 
  

1,073 

普通株式の発行済株式数(株) 60,832,771 60,832,771 

普通株式の自己株式数(株) 481,136 477,721 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 60,351,635 60,355,050 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 8円56銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  ─
 

１株当たり四半期純損失金額(△) △5円8銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  ─

項目 (自  平成21年４月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は 
四半期純損失(△)(百万円) 516 △306

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円) 516 △306

普通株式の期中平均株式数(株) 60,361,628 60,353,281 

 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年８月11日

能美防災株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

   

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている能

美防災株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、能美防災株式会社及び連結子会社の平成21

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    森          俊    哉    印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    丸    田    健 太 郎    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成22年８月11日

能美防災株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

   

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている能

美防災株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、能美防災株式会社及び連結子会社の平成22

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    森          俊    哉    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    丸    田    健 太 郎    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年８月11日 

【会社名】 能美防災株式会社 

【英訳名】 ＮＯＨＭＩ  ＢＯＳＡＩ  ＬＴＤ． 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    橋  爪      毅 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区九段南四丁目７番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長 橋爪  毅 は、当社の第67期第１四半期(自  平成22年４月１日  至  平成22年６

月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたし

ました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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